
2月 11日・建国記念の日

（如月） FEBRUARY

豪雪地では積もった雪の重みで家がつぶされる恐れもあること
から、屋根の雪下ろしは冬の作業として欠かすことができません。
この雪下ろしを業者に依頼した場合、雪下ろし費用は、雪による
被害の発生を防止するためのやむを得ない支出として、雑損控除
の対象となります。
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2月の税務と労務

雑損控除になる雪下ろし費用

国　税／平成21年分所得税の確定

申告 2月16日～3月15日

（還付申告は申告期間前で

も受け付けられます）

国　税／贈与税の申告

2月1日～3月15日

国　税／1月分源泉所得税の納付

2月10日

国　税／12月決算法人の確定申告

（法人税・消費税等） 3月1日

国　税／6月決算法人の中間申告

3月1日

国　税／3月、6月、9月決算法人の

消費税等の中間申告

（年3回の場合） 3月1日

国　税／決算期の定めのない人格

なき社団等の法人税の申

告及び納付 3月1日

地方税／固定資産税の第 4期分の

納付

市町村の条例で定める日
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一昨年の米国の金融破綻
発生の際に、誰もがこの事
態はどのくらい深刻で、ど
の程度続くのかと疑問に思
ったことでしょう。
これと同じことを聞かれ

たノーベル賞受賞の経済学
者ゲーリー・ベッカーは、
「だれにもわかりません。私
にわからないのは確かです」
と答えたそうです。
金融危機は、ほんの一時

的なものかもしれません。
従来まではこうした嵐の後
には「通常」の状態に戻る
ものでしたが、これからは
さまざまなレベルで乱気流
が断続的に起こる時代に突
入したといわれています。

従来型の
不況対応はほとんど過ち

こうした乱気流の時代に
は、

● 売上げ挽回のための
値下げ
● マーケティング費の
削減
● 人員削減
● 仕入先や販売業者を
締めつけ
● 計画的行動ではなく、
全社一律の経費削減

● 目先のキャッシュの
ために人材を使い捨て
にする
● 販売関連費を削減す
ることで自ら顧客から
離れていく
● マーケティング、ブ
ランド、新製品開発の
各経費を削減
● 社員研修や能力開発
費を削減

といった従来型の不況期に
ありがちな対応は、ほとん
どの場合は過ちで、企業の
命取りになると指摘する経
営学者もいます。
むしろ不況を逆手にとり、

機会を見出した企業が躍進
するというのです。
こういう時代には、リス

クと不確実性を察知するた
めの早期警報のしくみ、そ
れらに対応するためのシナ
リオプランニングのしくみ
を企業の中に戦略として埋
め込み、反応力が高く、強
靱で、弾力性（回復力）の
ある組織をつくることだと
説いています。

景気が厳しいときこそ
新製品開発

資金が苦しいとき、企業

がより保守的になるのはも
っともなことですが、リス
ク覚悟でやってみようとし
ない、製品開発に投資しな
い、協調路線の必要性を見
誤る、こうした企業は、景
気が上向きになったときに
太刀打ちできなくなってし
まうことでしょう。
一方、景気が厳しいとき

に研究開発や新製品開発に
投資している企業は、引き
続き収益を上げることにな
ります。
上げるどころか、景気が

もっとも厳しい時期に決ま
って現れて、なにか斬新な
ものを武器にライバルをほ
ぼ間違いなく打ち負かす勝
ち組み企業となるはずです。

売れない製品に
時間を費やさない

こういった時代には、自
社最強のブランドや製品を
さらに強化する必要があり
ます。非主流ブランドや売
れない製品に時間や金を無
駄遣いしている時代ではあ
りません。そういうものに
は、強力な価値提案や確固
たる顧客ベースの支えがな
いことに気がつくことが必
要です。
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金融庁により、本年３月
末締めの決算から、国際会
計基準（IFRS＝国際財務報
告基準）を使って決算書を
作ることが認められたのが
きっかけで、IFRSが話題と
なっています。
実は日本は、この国際会

計基準の導入に、二十年来、
抵抗し続けたため、国際的
な発言力を増すチャンスを
みすみす失ってきたのです。
中国では、日本の財務省

に当たる財政部や、証券市
場を監督する中国証券監督
管理委員会（CSRC）、日本
の公認会計士協会に相当す
る中国注冊会計師協会など
の幹部が、しきりと日本の
金融庁や東京証券取引所、
会計士協会などに接触し、
情報収集に当たっていると
いいます。中国の関心事は
三つです。

国際会計基準審議会への
スタンス
IFRSは、国際会計基準審

議会（IASB）によって設定
される会計基準の総称です。
日本はIASBの前身だった国
際会計基準委員会（IASC）
時代から理事を送り出して
いますが、国内では「日本
には日本の慣習がある」「会
計は文化だ」といった会計
基準の国際化に反対する学
者などの声が強く、国際化
を前提とした議論に積極的
に参加することができませ
んでした。
中国は念願だったIASBの

理事ポストを2007年に獲得
しています。

国内企業の監査と
海外監督機関の関係
監査の質を上げ、粉飾決

算など企業の不正を防ぐこ
とは、世界の証券市場共通
の課題です。
問題は、そうした国際当

局と国家の権限が正面から
ぶつかることです。中国は、
国家の権限が制約されるこ
とに特に強い拒絶反応を示
すお国柄です。

日本は、会計事務所（監
査法人）の国際化の流れの
中で、米証券取引委員会
（SEC）が監督する機関を通
じて日本の監査法人を直接
チェックする道筋を開いて
しまいました。結果、監査
に国外の権力を招き入れた
こととなりました。

国内会計事務所と国際的
な巨大会計事務所の関係
ここ十年余り、国内会計

事務所とビッグ４にまで集
約された国際会計事務所と
の関係は年々濃密になり、
経営の一体化が進みました。
日本の経済力低下と共に、
日本の事務所の発言権は小
さくなり、事実上「支店化」
したところも出ています。
中国は経済開放政策に転

じると、いち早く会計士制
度の整備に着手しました。
不正が横行していた中国社
会と、国際的な市場経済を
合致させるために、政府が
主導して会計士制度の整備
を進めてきたのです。
しかし、今や貿易黒字国

となり、世界最大の外貨準
備を保有するようになった
中国は、今後、自国のカネ
を世界にどのように投資し、
リターンを上げるかが主眼
となりました。債権国にな
った今だからこそ、会計の
重要性が増しているのです。
中国の資本が世界中に投

資されるとしたら、その投
資先の企業の実態を精査す
る監査のルールや、そのリ
ターンを計測するための会
計基準を、中国自身が作る
べきだと考えるのは、至極
当然なことなのです。
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栄養豊富な食品、「味噌」

健康バランス食品といわれる「味噌」。
原材料でみると日本の味噌の8割にあたる
「米みそ」、関東北部・中国・四国・九州
で生産されている「麦みそ」、東海地方で
つくられる「豆みそ」に分類されます。
味噌は中国もしくは朝鮮半島から日本

にもたらされたといわれています。なる
ほど、中国にはトウバンジャン、韓国に
はコチュジャンなどの味噌があり、わた
したちにもおなじみです。現在の味噌の
基盤ができたのは室町時代。味噌汁をは
じめとする味噌料理はこの時代に完成し
ていたとのことです。
今のように食べ物や栄養が豊富でなか

った時代、味噌は大変貴重な栄養源でし
た。たとえば仙台みそには、伊達政宗が
専門家を呼んで軍糧用の味噌の開発にあ
たらせた、という話もあります。飢饉が
あっても味噌があれば飢えをしのいで健
康維持できるとあり、どの国の殿様も自
家製味噌づくりを奨励していました。

アウトレットモール

70年代末に工場直売店としてアメリカで
生まれたのがアウトレットの発端です。キ
ズ、汚れなどで規格外となった自社製品を
メーカー直営で安価で販売するという店舗
でした。これが発展し、数店舗が集まって
出店するモール形式となったのが「アウト
レットモール」です。
日本に初上陸したのは今から16年ほど前

ですが、当初5年間ほどは惨たんたるもの
でした。第一に「アウトレット」という業
態そのものの認知度が低く、かつ商品に対
しても“安かろう悪かろう”的なイメージ
が強く、当然、客足も伸びません。出店す
る側も、在庫処分専門の直営店を持つこと
で、百貨店など正規店舗の適正価格が崩れ
ることを懸念して消極的でした。
しかし、百貨店の売上げ不振、ネット通

販の伸長、加えて消費者の節約志向などの
時代の流れに、出店するメーカー側も「正

規店舗から遠く離れた郊外でなら…」と、
渋々にせよ背に腹は代えられぬ状態になっ
てきました。出店する側も本腰を入れ始め
るにつれ、認知度も高まっていきました。
ファッション・雑貨などのキャリー品

（前シーズンの売れ残り品）や廃番品（製
造中止した品）、今期物（正規店舗での展
開が終了したシーズン品）、B級品（製造
過程で生じたキズ、色ムラのある品）、サ
ンプル品といった、いわゆる“ワケあり在
庫品”を販売することで、メーカーにとっ
ては直営店のイメージダウンにつながるこ
となく効率的な在庫処分が、消費者にとっ
ては正規の商品とさほど差のない一流ブラ
ンド品が30～50％OFFの格安で手に入る
と、双方にメリットが生まれました。
今や、北海道から沖縄まで33カ所

（2009年７月現在）と増え続け、総売上も
2008年度で5,000億円超の市場規模を誇る
までになったアウトレットモール。同一商
圏内での競合も増えており、そろそろ飽和
状態に近い、という声も聞こえてきます。
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